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民事訴訟法判例撰集Ⅰ(明治期〜昭和40年代）（)
小 野 寺 忍
わが国に泰西の法制度が導入され，とりわけ司法制度が創設整備されてまもな
く150年になろうとしている。民事訴訟法典は，ドイツ人テッヒョーの指導の下
に，1990（明治23）年月に制定され，翌年から施行された。その後，1926（大
正15）年月の大改正を経て，その後も改正を重ねながらアメリカの制度をも導
入するなどして，1996（平成）年に21世紀に向けた新しい法典としての民事訴
訟法が成立し，1998（平成10）年から施行されるに至った。
わが国においては，民事訴訟法制定以前の時代から，上告裁判所，始審裁判所，
治安裁判所における民事裁判件数は勧解（調停）も含めるとその総数は比較的多
く，1886（明治19）年の民事新受件総数は562,090件に上っている。このこと
は，わが国独自の民事裁判制度が江戸幕府の初期のころから工夫され活発に利用
されてきた歴史に基づくものとも思われる。この当時の手続的整備を図るため
に制定された民事訴訟法典の施行により，その当初は，民事訴訟事件数はかなり
減少し，和解事件，督促事件，仮差押え及び仮処分事件を除外した通常訴訟事件
の新受件数は147,107件となったが，その後は第二次世界大戦後の一定の時期
などを除いて，民事裁判制度の定着とともに漸増し続け，現在は民事通常事件
だけで年間659,080件に及んでいる。これまでの件数を総合すると実に膨大な
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 日本帝国司法省民事統計年報（明治19年）による。なお，林屋礼二・明治期民事
裁判の近代化（東北大学出版会，2006年10月）に詳しい。
 小山松吉・名判官物語（1968年，1968年月）を参照。
 日本帝国司法省民事統計年報（明治24年，25年）による。
 民事裁判統計年報（昭和25年）によれば，民事事件累年比較として，民事事件新
受総数は，274,589件（昭和23年），336,155件（昭和24年），429,843件（昭和25年）
となっている。
 司法統計資料（平成24年）による。
数の裁判例が世に残されている計算になる。
これらの裁判例には，現代の紛争の原類型となるもの，紛争の多様性の原型と
なるもの，手続の基本について示したものなど，明治期からの判例も現代型紛争
解決の範となるものとして多くの研究の対象として残されている。
本資料では，明治期から昭和40年代までの判例（裁判例）を，現行の民事訴訟
法に対応させながら整理し，それらを研究対象にした文献を整理することで，こ
れからの民事訴訟法分野における判例研究の基礎資料になり得るものとして提示
することを試みたい。
〔凡例〕
資料裁判例については，総目次にしたがったタイトルを掲げ，通し番号を付し
て整理することとした。
【番号数字】の後に慣例にしたがった表記の判決年月日を示し，出典書誌を明
示することとした（なお，出典書誌のうち，判決全文の掲載ではなく，一部のみ
の掲載のものについては下線を施してある）。また，データ・ベースからの引用
部分ある場合については〔LEX/DE文献番号〕として明示することとした。
《事案の概要》は，可能な限り定型的にまとめることとした。
《判決結果》は，判決主文として記載されたもののうち，結論のみを掲げるこ
ととした。
《判決理由》は，出典書誌の冒頭に掲記したものから原典と照合のうえで，そ
のまま掲げ，担当裁判官の氏名も掲記することとした。なお，最大判における反
対意見，補足意見等の書き出し部分はゴシック体で示すこととし，また，判決当
時と法条が変更・改正されたものについては，脚注に示すこととした。
《評釈・解説》は，取り上げた裁判例についての評釈・解説等を，著者別（掲
載年月順）に50音順に整理することとした。
《体系書》は，教科書等の記述の中で紹介されていることを明らかにするため
に，著者別（50音順）に整理することとした。
《判例研究書》は，取り上げた裁判例について，単著としての判例研究書の中
で紹介されていることを明らかにするために，著者別（50音順）に整理すること
とした。
以下は，判例（裁判例）の区分と順序を明示にした総目次である。
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総 目 次
第章 総論
 民事訴訟事件と行政訴訟事件の区別
（以上，本号)
 民事訴訟事件と非訟事件
(1)訴訟事件の非訟化と「裁判を受ける
権利」
(2)非訟事件の本質
(3)非訟化の限界
(4)民事訴訟の「公益性」
（以上，本号)
第章 訴訟の主体
 裁判事務の分配
 除斥・忌避
(1)除斥原因…35条号の「前審」
(2)除斥の効果
(3)忌避事由
(4)忌避申立てと訴訟手続の停止
(5)裁判所書記官に対する除斥原因とし
ての「前審」関与
 民事裁判権
(1)民事裁判権の対人的制約
(2)民事裁判権の対物的制約
(3)民事裁判権免除の効果
 「訴訟ノ目的ノ価額」算定の例
 併合裁判籍と共同訴訟
 裁判所の管轄と移送
(1)管轄の合意の方式・時期
(2)国際的裁判管轄の専属的合意
(3)第一審訴訟についての管轄違いによ
る場合の移送
(4)上訴すべき裁判所を誤った場合の移
送
(5)訴訟裁判所から非訟裁判所への移送
	 当事者
(1)二当事者対立の原則
(2)当事者確定の理論…表示説
(3)氏名冒用訴訟
(4)死者名義訴訟
(5)当事者の表示の訂正と当事者の変更
 当事者能力
(1)法人の当事者能力
(2)任意の地域団体の当事者能力
(3)民法上の組合の当事者能力
(4)設立中の財団の当事者能力
(5)法人格なき社団・財団の訴訟上の取
扱い

 訴訟能力
(1)訴訟能力者…未成年者
(2)意思無能力者の訴訟行為…控訴の取
下げ
(3)人事訴訟における訴訟能力
(4)訴訟能力欠缺の場合の取扱い
（ⅰ）勝訴判決を得た場合
（ⅱ）敗訴判決を得た場合
（ⅲ）敗訴判決を送達した場合
(5)訴訟行為の追認
（ⅰ）黙示の追認
（ⅱ）上告
（ⅲ）再審
(6)訴訟能力欠缺者による上訴
10 訴訟代理
(1)弁護士法違反と訴訟上の効果
(2)訴訟上の法定代理人の例
(3)訴訟法上の特別代理人の例
(4)法定代理権消滅とその効果
(5)法人等の代表者を欠く場合の訴訟上
の取扱い
(6)非弁護士による訴訟代理人としての
訴訟行為の効力
(7)訴訟委任契約と訴訟代理権の授与
(8)訴訟代理権の証明
(9)訴訟代理権と実体法上の行為
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(10)特別委任事項
(11)訴訟代理権不消滅の特則
(12)訴訟代理人と本人の関係
11 輔佐人の訴訟上の資格・地位
第章 訴訟の開始・審判の対象・訴訟の
終了
 訴状の審査
 審判の対象＝二重起訴の成否
 起訴に基づく時効の中断の成否
 訴訟要件
(1)訴訟要件の調査
(2)訴訟要件の存否の判定時期と基準時
後の要件具備の取扱い
(3)裁判所の司法審査権の範囲
(4)法律上の争訟であること
(5)訴え以外に法律上の手段がないこと
 訴えの利益
(1)給付の訴えの利益
(2)将来の給付の訴え
(3)確認の訴えの利益
(4)確認の訴え
（ⅰ）国籍の確認
（ⅱ）証書真否の確認
（ⅲ）過去の行為の無効確認
（ⅳ）最短の方法であること
（ⅴ）即時確定の必要性
(5)形成の訴え
（ⅰ）形成の訴えの利益
（ⅱ）形成の訴えの具体例
（ⅲ）形式的形成訴訟＝境界確定の訴
え
（ⅳ）境界確定の訴え＝確認訴訟説
 訴訟担当
(1)担当者のための法定訴訟担当
(2)権利義務の帰属主体のための法定訴
訟担当
(3)任意的訴訟担当
	 審判の対象
(1)手形債権と原因債権
(2)占有の訴えと本権の訴え
(3)弁論主義
(4)弁論主義…損害の金銭的評価
(5)弁論主義…一部請求
(6)弁論主義…債務の範囲の確認
 訴訟の終了
(1)訴えの取下げ
（ⅰ）契約による訴えの取下げ
（ⅱ）訴え取下げの適否
（ⅲ）訴えの一部取下げ
（ⅳ）訴え取下げの手続
（ⅴ）訴え取下げの効果
（ⅵ）訴え取下げと再訴の禁止
（ⅶ）訴え取下げの有無の調査
(2)請求の放棄・認諾
（ⅰ）請求の放棄・認諾の要件
（ⅱ）請求の放棄・認諾の手続
(3)和解
（ⅰ）訴訟上の和解
（ⅱ）訴訟上の和解の効力
（ⅲ）訴訟上の和解の効力…既判力の
有無
（ⅳ）訴訟上の和解の瑕疵
第章 審理の過程
 期日・期間
(1)期日の変更
(2)期日の呼出し
(3)期間の計算
(4)不変期間
(5)期間の懈怠とその救済
(6)期間の懈怠とその追完の許否
 送達
(1)送達の効力と送達報告書
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(2)送達を受けるべき者
(3)交付送達
(4)郵便に付する送達
(5)公示送達
(6)送達の瑕疵
 手続の停止・中断・受継
(1)訴訟手続の受継申立権者
(2)訴訟手続の受継を申立てるべき裁判
所
(3)続行命令
(4)口頭弁論終結後の中断と訴訟手続の
受継
(5)訴訟手続停止中の当事者の行為
 弁論主義の内容
(1)主張責任
(2)主要事実と間接事実の区別
(3)「不意打ち」にあたらない事実認定
(4)弁論主義の限界…釈明権の範囲
 職権調査事項
 口頭弁論における当事者の行為
(1)攻撃防御方法の提出
(2)否認と抗弁
(3)相殺の抗弁
	 直接審理主義…弁論の更新
 準備書面
(1)準備書面の交換〈なし〉
(2)準備書面の提出の効果〈なし〉
(3)準備書面の不提出の効果
(4)準備書面に記載していない事項の取
扱い

 弁論の分離・併合
(1)弁論の再開
(2)弁論の分離
(3)弁論の併合
10 時機に後れた攻撃防御方法の却下
11 口頭弁論期日における欠席の取扱い
(1)当事者双方の欠席の場合
(2)当事者の一方の欠席の場合
12 口頭弁論調書
(1)口頭弁論調書の作成者
(2)口頭弁論調書の記載事項
(3)口頭弁論調書の証明力
第章 証拠
 自由心証主義の内容
(1)証拠能力の制限
(2)証拠共通の原則
(3)弁論の全趣旨
(4)事実認定
(5)経験則違反の事実認定
 証明責任
(1)証明度との関係
(2)一応の証明との関係
 自白
(1)自白の対象…法規・経験則
(2)自白の対象…権利
(3)自白の効果…禁反言の法理･間接事実
(4)自白の撤回
(5)擬制自白
(6)公知の事実
(7)裁判所に顕著な事実
 証拠調手続
(1)証拠申出の方式
(2)証拠申出の採否…唯一の証拠方法
(3)証拠決定
(4)証拠調べにおける当事者の立会い
(5)証拠の開示請求の可否
(6)証人能力
(7)文書の証拠能力
(8)文書の証拠力
(9)書証の申出
(10)当事者尋問
 裁判・判決
(1)裁判の告知方法
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(2)判決
（ⅰ）判決の言渡し
（ⅱ）差戻判決の性質
（ⅲ）一部判決
（ⅳ）裁判の脱漏
（ⅴ）中間判決
（ⅵ）中間判決の効力
(3)判決書
（ⅰ）判決書の記載事項…理由
（ⅱ）判決書の記載事項…裁判官の署
名捺印
(4)判決の更正
（ⅰ）要件
（ⅱ）手続
（ⅲ）効果
 確定判決の騙取
	 判決の効力（既判力）
(1)既判力の根拠
(2)既判力の時間的範囲
(3)既判力の客観的範囲（判決理由中の
判断）
(4)既判力の主観的範囲
（ⅰ）口頭弁論終結後の承継人
（ⅱ）請求の目的物の所持者
（ⅲ）訴訟担当の場合の利益帰属主体
(5)争点効
(6)執行力
(7)反射効
 仮執行の宣言
(1)仮執行宣言の要件
(2)仮執行宣言の失効
第章 複合訴訟形態
 請求の併合
(1)客観的併合
(2)単純併合
(3)請求の併合…一部判決の可否
(4)控訴審における取扱い
 訴えの変更
(1)訴えの変更の成否
(2)訴えの変更の要件
（ⅰ）請求の基礎に変更がないこと
（ⅱ）訴訟手続を遅滞させないこと
（ⅲ）事実審の口頭弁論終結前である
こと
(3)訴えの変更の手続
(4)訴えの変更後の新請求についての審判
(5)訴えの交換的変更
(6)控訴審における訴えの変更
 反訴の要件
 中間確認の訴えの要件
 選定当事者
(1)選定の要件
(2)選定行為
(3)選定当事者の地位
 共同訴訟
(1)通常共同訴訟の具体例
(2)共同訴訟人独立の原則
(3)固有必要的共同訴訟の具体例
（ⅰ）共同所有者の内部で紛争解決す
べき場合
（ⅱ）共同所有者が原告側で紛争解決
すべき場合
（ⅲ）共同所有者が被告側で紛争解決
すべき場合
(4)類似必要的共同訴訟の具体例
	 訴えの主観的併合
(1)訴えの主観的併合の要件
(2)訴えの主観的予備的併合の成否
 参加訴訟
(1)補助参加
（ⅰ）補助参加の要件
（ⅱ）補助参加人の地位
（ⅲ）判決の参加的効力
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（ⅳ）判決の参加的効力の除外事由
（ⅴ）共同訴訟的補助参加
(2)独立当事者参加
（ⅰ）独立当事者参加の要件
（ⅱ）参加の時期
（ⅲ）参加の理由
（ⅳ）許否の審判
（ⅴ）審判
（ⅵ）独立当事者参加訴訟における原
告の脱退
（ⅶ）独立当事者参加訴訟における承
諾を得た脱退
(3)共同訴訟参加
(4)訴訟の承継
（ⅰ）当然承継の原因
（ⅱ）当然承継の取扱い
（ⅲ）引受承継
（ⅳ）引受承継の原因
（ⅴ）引受承継の申立ての時期
第章 簡易裁判所の手続の特則
第	章 上級審手続
 不服申立方法の選択とその取扱い
 上訴権の濫用
 控訴
(1)控訴の利益
(2)不控訴の合意の適否
(3)控訴権の放棄
(4)付帯控訴…要件
(5)控訴審における口頭弁論
(6)控訴審における終局判決
（ⅰ）原判決の取消し
（ⅱ）差戻判決
（ⅲ）差戻判決後の手続
(7)不利益変更の禁止
 上告
(1)上告の利益の有無
(2)絶対的上告理由
(3)上告理由と再審事由
(4)付帯上告
(5)上告審の審理
(6)上告審における差戻判決・移送後の
手続
(7)上告審における事実上の判断
 抗告
(1)抗告の提起〈なし〉
(2)抗告提起の効力
第
章 再審
 再審事由
 再審の訴えの要件
 再審の訴えの提起
 再審の訴えの適否
 再審における終局判決
 準再審
第10章 手形訴訟
 手形訴訟における参加
 手形判決に対する不服申立て
第11章 督促手続
 支払命令の申立て
 債務者の異議
第12章 訴訟費用
 訴訟費用の負担…弁護士費用
 訴訟費用の裁判手続
 訴訟費用の担保
第13章 訴訟上の救助
 訴訟上の救助の要件…訴訟費用を支払
う資力なき者の例
 訴訟上の救助の裁判手続
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第章 総論
 民事訴訟事件と行政訴訟事件の区別
【】最大判昭和45年	月15日民集24巻	号771頁，最高裁判所裁判集民事100号
81頁，判例タイムズ251号166頁，判例時報597号55頁，金融法務事情587号26頁
〔LEX/DB27000711〕
《事案の概要》本件は，供託官を被告とする弁済供託金取戻請求却下処分の取消
請求事件である。X（原告・被控訴人・被上告人）は，訴外 Aを被供託者として
法務局に対し Aに対する賃料弁済のため供託していたが，Aが当該賃料相当額
の債権を放棄することとなったため，供託していた供託金の取戻しを請求したと
ころ，供託官 Y（被告・控訴人・上告人）は，時効により消滅したことを理由に
却下した。
Xは Yに対して，行政事件訴訟法条項により却下処分の取消しを求める
訴えを提起した。
第一審裁判所は，Xの主張を認める旨の判決をした。この判決に対して Yが
控訴したが，第一審判決を維持し，Yの控訴を棄却した。Yは，供託官の処分を
行政処分として取り扱うべきではないとして上告した。
本判決は，弁済供託は原則的には民法上の寄託契約の性質を有するとしつつも，
実定法から見れば，法は供託官に対し，請求の理由の有無の判断権を与えている
と見られるから，供託官の却下は行政処分であると解し，本件抗告訴訟を適法と
した。なお，この点については，名の裁判官の反対意見があり，それぞれ理由
を異にするが，いずれも本事案は民事訴訟によるべきであり，抗告訴訟は不適法
としている。
また，弁済供託金取戻請求権の消滅時効の起算点および期間については，裁判
官全員の一致で，供託の基礎となった債務について紛争の解決などによってその
不存在が確定するなど，供託者が免責の効果を受ける必要が消滅した時から進行
し，10年をもって完成する，とした。
《判決結果》上告棄却。
《判決理由》「上告指定代理人岩佐善已，同柿原増夫の上告理由について。
原審判決が確定した事実は，次のとおりである。
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被上告人は訴外村川利喜雄所有の宅地二二坪につき賃借権を有するとして同訴
外人に対し賃料を提供したが，受領を拒絶されたため，昭和二七年五月七日から
同訴外人を被供託者として東京法務局に対し賃料を一か月二〇〇〇円の割合で弁
済のため供託してきた。その後，同訴外人は被上告人を被告として建物収去土地
明渡の訴を提起したが，昭和三八年一月一八日上告審たる最高裁判所で和解が成
立し，被上告人は右土地に賃借権を有しないことを認め，同年六月三〇日までに
建物を収去して右土地を同訴外人に明け渡し，同訴外人は右土地に対する昭和二
七年三月一四日から右土地明渡に至るまでの賃料相当の損害金債権を放棄するこ
ととなつた。そこで，被上告人は民法四九六条一項に基づき昭和三八年五月九日
上告人に対して昭和二七年五月七日から昭和二八年二月二七日までに供託した合
計二万四〇〇〇円の供託金の取戻を請求したところ，上告人は時効により消滅し
たことを理由に右請求を却下した。
以上の事実に基づいて，被上告人は上告人を被告として行政事件訴訟法三条二
項により右却下処分の取消を求める訴を提起し，第一審判決はこれを認容し，該
判決に対し上告人は控訴したが，原審判決はこれを棄却したことは，記録上明ら
かである。
よつて，まず，上告人のした本件却下処分の取消を求める被上告人の本訴が適
法であるかどうかを検討する。
元来，債権者が金銭債務の弁済の受領を拒むときは，弁済者は債権者のために
弁済の目的物を供託してその債務を免れることができ，債権者が供託を受諾せず
または供託を有効と宣告した判決が確定しない間は，弁済者は供託物を取り戻す
ことができることは，民法四九四条および四九六条の定めるところである。
そうして，右供託事務を取り扱うのは国家機関である供託官であり（供託法一
条，同条ノ二），供託官が弁済者から供託物取戻の請求を受けた場合において，
その請求を理由がないと認めるときは，これを却下しなければならず（供託規則
三八条），右却下処分を不当とする者は監督法務局または地方法務局の長に審
査請求をすることができ，右の長は，審査請求を理由ありとするときは供託官に
相当の処分を命ずることを要する（供託法一条ノ三ないし六	）と定められてお
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り，実定法は，供託官の右行為につき，とくに，「却下」および「処分」という
字句を用い，さらに，供託官の却下処分に対しては特別の不服審査手続をもうけ
ているのである。
以上のことから考えると，もともと，弁済供託は，弁済者の申請により供託官
が債権者のために供託物を受け入れ管理するもので，民法上の寄託契約の性質を
有するものであるが，供託により弁済者は債務を免れることとなるばかりでなく，
金銭債務の弁済供託事務が大量で，しかも，確実かつ迅速な処理を要する関係上，
法律秩序の維持，安定を期するという公益上の目的から，法は，国家の後見的役
割を果たすため，国家機関である供託官に供託事務を取り扱わせることとしたう
え，供託官が弁済者から供託物取戻の請求を受けたときには，単に，民法上の寄
託契約の当事者的地位にとどまらず，行政機関としての立場から右請求につき理
由があるかどうかを判断する権限を供託官に与えたものと解するのが相当である。
したがつて，右のような実定法が存するかぎりにおいては，供託官が供託物取
戻請求を理由がないと認めて却下した行為は行政処分であり，弁済者は右却下行
為が権限のある機関によつて取り消されるまでは供託物を取り戻すことができな
いものといわなければならず，供託関係が民法上の寄託関係であるからといつて，
供託官の右却下行為が民法上の履行拒絶にすぎないものということは到底できな
いのである。
なお，供託官の処分を不当とする者の監督法務局または地方法務局の長に対し
てする前示不服審査請求については，期間の制限がないのである（供託法一条ノ
七，行政不服審査法一四条参照）が，これは，供託官の処分が供託上の権利関
係の有無を判断する確認行為であり，これに対する不服につきその利益のあるか
ぎりは不服を許すことが相当であるから，とくに期間の制限をうけなかつたもの
であり，このことから，供託官の処分を行政処分として取り扱うべきでないとす
るのは，理由がない（不動産登記法一五七条ノ二
参照）。
これを要するに，上告人が本件供託物取戻の請求を却下した処分に対し，被上
告人が行政事件訴訟法三条二項に基づき上告人を被告として提起した本訴は適法
というべきである。
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 不動産登記法130条
つぎに，上告人は，本件供託金については民法四九六条一項に基づき被上告人
において供託の時から取戻の請求をすることができたのであるから，本件供託金
取戻請求権の消滅時効は供託の時から進行すると主張する。
もとより，債権の消滅時効が債権者において債権を「行使スルコトヲ得ル時ヨ
リ進行ス」るものであることは，民法一六六条一項に規定するところである10。
しかし，弁済供託における供託物の払渡請求，すなわち供託物の還付または取戻
の請求について「権利ヲ行使スルコトヲ得ル」とは，単にその権利の行使につき
法律上の障害がないというだけではなく，さらに権利の性質上，その権利行使が
現実に期待のできるものであることをも必要と解するのが相当である。けだし，
本来，弁済供託においては供託の基礎となつた事実をめぐつて供託者と被供託者
との間に争いがあることが多く，このような場合，その争いの続いている間に右
当事者のいずれかが供託物の払渡を受けるのは，相手方の主張を認めて自己の主
張を撤回したものと解せられるおそれがあるので，争いの解決をみるまでは，供
託物払渡請求権の行使を当事者に期待することは事実上不可能にちかく，右請求
権の消滅時効が供託の時から進行すると解することは，法が当事者の利益保護の
ために認めた弁済供託の制度の趣旨に反する結果となるからである。したがつて，
弁済供託における供託物の取戻請求権の消滅時効の起算点は，供託の基礎となつ
た債務について紛争の解決などによつてその不存在が確定するなど，供託者が免
責の効果を受ける必要が消滅した時と解するのが相当である。
上告人は，右のような見解をとると，供託者と被供託者との間の争いの有無な
ど供託官の知ることのできない事柄で時効の起算点が決定されることとなり，客
観的な時効制度の本質に反する旨主張する。
しかし，弁済供託は，もともと，供託者と被供託者との間の実体上の法律関係
に基づいているものであるから，供託物の払渡請求権の時効の起算点を供託官と
供託者との関係だけで画一的，客観的に決定されるものとすることはできないし，
また，供託官において右の請求権の行使が期待できる時期を知ることができない
場合のあることは，実定法上やむをえない結果というべきである。
上告人は，また，供託者は供託証明書の交付を受けることによつて，時効の中
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断をすることができる旨主張するが，供託物の払渡請求権の行使が期待できない
場合において，当事者にこのような時効中断のための措置をとることを期待する
ことは，通常人としての当事者に難きを強いる結果となるものというべく，右中
断の方法があることは，供託物払渡請求権の時効の起算点を前示のように解する
ことの妨げとなるものではない。
以上の次第で，本件供託金取戻請求権の消滅時効の起算点に関する前記所論は
いずれも理由がなく，その余の所論もまた前記判示するところに照らし採用する
ことはできない。
なお，弁済供託における供託物払渡請求権の消滅時効の期間に関し，原審判決
は，供託は国が設けた金品保管の制度で，供託の原因も法定されており，供託官
は供託が適法であればこれを受理しなければならず，契約自由の原則は適用され
ないというだけの理由から，供託上の法律関係は公法関係であり，供託金の払渡
請求権は会計法三〇条の規定により五年の消滅時効にかかるものと解している。
しかしながら，弁済供託が民法上の寄託契約の性質を有するものであることは前
述のとおりであるから，供託金の払渡請求権の消滅時効は民法の規定により，一
〇年をもつて完成するものと解するのが相当である。したがつて，この点に関し，
原審は，法令の解釈を誤つたものといわなければならない。
してみれば，上告人は，本件供託金取戻請求権の時効が本件供託の時から進行
したことを前提として，すでに時効により消滅したことを理由に，被上告人の供
託金取戻の請求を却下することはできないものというほかはない。したがつて，
被上告人の右請求を却下した上告人の処分の取消を求める被上告人の本訴請求は
正当で，これを認容した第一審判決に対する上告人の控訴を棄却した原審判決は，
結局，正当である。なお，供託物取戻請求権の時効期間に関する前記法令解釈の
誤りは結論に影響を及ぼすものではない。
よつて，本件上告はこれを棄却すべきものとし，行政事件訴訟法七条，民訴法
四〇一条11，九五条12，八九条13に従い，裁判官入江俊郎，同長部謹吾，同松田二
郎，同岩田誠，同大隅健一郎，同松本正雄の反対意見があるほか，裁判官全員一
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11 民事訴訟法319条
12 民事訴訟法67条項
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致の意見により主文のとおり判決する。
裁判官入江俊郎，同長部謹吾，同大隅健一郎，同松本正雄の反対意見は，次の
とおりである。
われわれは，供託および供託官のする行為の法律上の性質は，供託官が行政機
関であること等からして一見行政処分の如くであるけれども，その本質は，専ら
私法上の法律関係と考えるのが相当であり，従つて，供託官の行為を不服とする
場合の訴訟は，専ら民事訴訟によるべきものと解すべきであると考える。そして，
かく解することが，実定法の解釈として正当であり，かつ，当事者の権利，利益
保護の上からも極めて妥当であると思う。それ故，われわれは，多数意見が，本
件訴訟は専ら行政訴訟たる抗告訴訟（取消訴訟）によるべきであり，民事訴訟に
よるべきではないとし，民事訴訟の形式による訴は不適法としてこれを却下すべ
きであるとする点には，同調することができず，本件のごとき行政訴訟の形式に
よる訴こそ，不適法として却下すべきであると考える。その理由は，次のとおり
である。（なお，多数意見のその余の，本案に関する法律判断には，われわれも
同意見である。）
一 供託および供託官のする行為の法律上の性質
（一）供託は，供託者の申請によつて供託機関が供託物を受け入れ，管理し，
供託者または被供託者にこれを交付するものであつて，その法律上の性質は，
民法上の寄託の性質を有する。従つて，供託法等には民法と異なる若干の規定
が存在しているけれども，これを全体として観察すれば，元来私法的関係の事
柄というべく，供託機関が法務局等の国家機関である場合においても，この理
を異にするものではない。このことは，供託事務を民間の倉庫業者，銀行等が
扱う場合（供託法五条，民法四九五条二項，非訴事件手続法八一条14，八二
条15等参照）において，その間に何ら公権的作用は存しないことからも推論し
うるところである。
しかし，事柄の実体が全体として私法関係に属するとしても，立法政策の必
要から，法律は必要に応じこれに公法的要素を添加し，供託関係の発生，変更，
消滅を行政行為にかからしめることは可能であり，そのような場合には，その
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限度において，これを公法関係の面から把握し理解せねばならぬ場合もある。
そして，それは供託に関する実定法の解釈によりこれを決するほかない。
（二）そこで，供託の申請および受理ならびに供託物の払渡（還付，取戻）に
関する供託法および供託規則の規定を見るに，
(1) 金銭および有価証券の供託の申請および受理については，供託官の受理
行為がないかぎり，供託は成立せず，供託に伴う法の所期する法律上の効果
は発生する余地がないのであつて，供託法は供託の申請を受理するか否かを
供託官の判断にかからせているように見えないことはない。しかし，この場
合の供託官の行為は，供託書や添付書類について，申請の適法，不適法を審
査し，適法であると認めるときは，これを受理しなければならず，適法でな
いと認めるときは，却下するほかはないというだけであつて，これを行政処
分とみることは相当でない。むしろ，供託官の右供託受理の行為は，供託申
請者の寄託契約の申込に対する承諾であり，その法律上の性質は私法上の行
為であつて，供託官は，適法な供託受理の申請（契約の申込）に対しては，
これを受理（契約の承諾）すべき私法上の義務を供託法によつて課せられて
いるとみるべきである。
(2) 金銭および有価証券たる供託物の払渡（還付または取戻）についても同
様であつて，供託物の還付請求権や取戻請求権自体は供託に伴い法律上当然
に発生するものであり，一般の私法上の債権と同様，譲渡，質権設定，仮差
押等の目的とされるものであり，供託官の認可によつて，はじめてその権利
が発生するというようなものではない。供託物の払渡をするか否かを供託官
の判断にかからせているものではなく，供託官の右行為が私法上の行為であ
ることは，供託の申請および受理についての供託官の行為の場合と同様であ
る。
(3) そもそも，行政行為には一般に公定力が認められるが，これを認める理
論的根拠は，要するに，行政庁の公権力の行使に当たる行為は，一般に公共
性の強いものであるから，それが法律上当然無効とされる場合は別として，
たとえそれに瑕疵があつたとしても，瑕疵あるが故に，何人によつてもただ
ちにその効力が否定されるというような不安定なものとしておくことは，公
共性の強い行政権の作用としては妥当ではないという理由によつて，権限あ
る機関による取消があるまでは，一応適法性の推定を受け，有効な行為とし
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て尊重され，他の国家機関も第三者もその効力を否定しえないものとし，こ
れによつて公共的な面から社会生活の安定と法的秩序の保持を図ろうとする
点にあるのである。また，本質は私法関係と何ら異ならないものにおいても，
公益上の必要から行政行為を介在させる立法も考えられるが，この場合には，
行政行為とする以上，一般的には公定力を認めることとなるであろう。供託
法，供託規則に基づく供託官の行為のごときは，本来公権力の行使に当たる
行政行為というべきではなく，民法上の寄託契約の当事者の地位におけるも
のにすぎず，また，後述するところからみて，立法政策として供託官の行政
行為を介在させる必要もないと考えられるから，供託官の行為に公定力を認
めることは，理論的にも実定法的にもまことに根拠が薄弱である。
なお，付言すれば，供託官の行為を行政行為であるとして，これに公定力
を認めるとすれば，これを争う途は，現行法上抗告訴訟によるほかはないで
あろう。ところで，抗告訴訟には周知のごとく一定の出訴期間の定めがある
が，これも，公権力の行使に当たる行政権の作用は，行政権の公共的性質に
鑑み，たとえ，これに瑕疵があり，取り消さるべきものであつたとしても，
その効果を長く不安定の状態に置くことは公共的な要請からいつて好ましく
ないとして，これにいわゆる確定力（不可争力）を認めているからであつて，
公定力を認めるとすれば，同時に確定力を認めるというのが，特段の事由の
ないかぎり，本来の姿というべきであろう。もし，多数意見のように，供託
法に定める文言に従つて行政処分とみるとしても，供託官の供託法上の行為
については，審査請求が認められ（供託法一条ノ三16），審査請求には行政
不服審査法の規定が適用されていながら，供託法一条ノ七17は，行政不服審
査法中の重要な規定の適用を排除し，なかんずく，不服申立期間に関する同
法一四条18の規定を排除した関係で，供託官の行為に対しては審査請求の期
間の制限はなく，従つて，当事者はいつでも審査請求をすることができ，右
行為または裁決に対してはさらに抗告訴訟が提起できる（抗告訴訟自体には
行政事件訴訟法一四条による出訴期間の定めのあることはもちろんである。）
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16 供託法条ノ
17 供託法条ノ
18 行政不服審査法14条（ただし，規定の内容は変更されている）。
筋合いとなつているから，結局，供託官の行為については，行政不服審査法
による審査請求をし，その裁決があつた後もとの行為または裁決に対し出訴
するという手続をとることによつて，行政訴訟の面において出訴期間の定め
がないことと同様となる（行政事件訴訟法一四条四項19）のであつて，いわ
ゆる確定力（不可争力）を欠いているのである。供託官の処分に公定力を認
めるとすれば，これに確定力を認めるのが相当というべきであるが，実定法
は，供託官の行為が実質的には私法上の法律関係に属するものとし，これに
確定力を認めていないのではなかろうか。供託関係は，既に触れたように，
必ずしも供託官が取扱うもののみではなく，民間の倉庫業者または銀行をし
て扱わしめる場合もある点を併せ考えれば，実定法は，供託官の行為につき，
公定力のないことを前提として確定力をも認めなかつたと解することは，決
して無理な解釈ではないと思う（もちろん，確定力がなければ理論上必ず公
定力がないというわけではなく，例えば不動産登記法一五七条ノ二20のよう
な事例もないことはないが，要は実定法の解釈如何にかかるというべきであ
ろう。）。
二 供託官の行為を不服とする場合の争訟の形式
供託官の行為を不服とする者が行政不服審査法による審査請求をなしうるこ
とは明文上問題はない（供託法一条ノ三21）が，訴訟の形式については，供託
法上供託官の行為がいかなる性質のものかという点に着眼し，実定法上いかに
解するのが最も妥当であるかによつて決せらるべきものと思う。
（一）供託の申請に対する供託官の行為について
この場合の供託官の行為は供託受理の決定（供託規則一八条22）または供託
申請の拒否であるが，前者についてはこれを争う訴の利益は通常考えられない
が後者については，供託に伴う法律上の効果が発生しないことになるから，そ
の効果の発生を求める者にとつては，訴の利益のあることは明らかである。そ
して，この場合には，法令は供託官の「却下」「処分」という語を使用してい
る（供託法一条ノ三，供託規則三八条）けれども，既に述べたように，供託官
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19 行政事件訴訟法14条項
20 不動産登記法130条
21 供託法条ノ
22 供託法18条および18条
の供託の受理は，寄託契約申込に対する承諾という私法上の行為であつて，権
力的要素を含むものではないから，右供託官の却下に不服ある者は，民事訴訟
により，国を相手方として供託官が供託受理行為をなすことを訴求することが
できると解して何ら差支えはなく，当事者の権利保護の上からもこれが事案に
最も即した救済手段である。右供託官の行為が一見行政処分の如きものである
からといつて，これに公定力を認むべきものでないことが前叙の如くである以
上はこれを不服とする場合における訴訟を行政訴訟である抗告訴訟（取消訴
訟）によらしむべきであるとする合理的根拠は到底見出だしがたい。
（二）供託物の払渡（還付または取戻）に関する供託官の行為について
この場合の供託官の行為の性質も，既に述べたごときものであつて，事柄の
実体は専ら私法上の法律関係に関するものであつて，権力的要素を含むもので
はない。すなわち，供託官は供託法，供託規則の定めるところ（供託法八条，
一〇条，供託規則二八条，二九条，三八条23等）により，請求の理由の有無を
審査し，許否を決するので24あるが，還付請求権や取戻請求権自体は元来供託
に伴う私法上の権利であつて，供託官のかかる行為によつて何ら実体を左右さ
れるものではなく，払渡をするか否かを供託官の判断にかからせているもので
もないと解するのを相当とするから，その請求が不法に拒否された場合には，
還付または取戻を民事訴訟である給付訴訟によつて訴求させることが事案に最
も即した救済手段というべきである。右供託官の行為が一見行政処分の如くで
あるからといつて，これに公定力を認むべきでないことが前叙の如くである以
上は，これを不服とする場合における訴訟を行政訴訟である抗告訴訟（取消訴
訟）によらしむべきであるとする合理的根拠は到底見出だしがたい。
仮りに，右の二つの場合について行政訴訟である抗告訴訟にのみよらしめる
とするときは，これに勝訴しても，供託官の処分が取り消されるだけであつて，
右勝訴判決によつては，当事者が実体的に争つている私法上の権利，利益自体
の救済が直接的に裁判所によつて認められたことにはならない。また，抗告訴
訟は行政行為の適法，不適法を審査するものであるから，この場合は，供託官
が供託法，供託規則によつてした行為の適法，不適法を審査することが目的で
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23 供託規則37条
24 供託規則37条
あつて，裁判所がどの程度まで実体的の司法審査ができるかの限界については，
種々困難な問題がある。行政訴訟において，裁判所は，供託官の権限に属し，
またはこれと表裏一体をなす事柄の限度までは審査をなしうるとは思うが，そ
れにしても，供託官が供託法，供託規則に則り審査しうる範囲には限界があり，
供託の受理，供託物の払渡に関連する私法上の権利関係の一切に及びうるもの
と解することには多くの問題があり，事案ごとにその限界を定めるほかはない。
従つて，供託官の処分が行政訴訟で争われうるとした場合にも，司法審査の及
びうる範囲については，理論的にも実務的にも必ずしも明確になつてはいない
のであつて，その限界如何によつては，当事者の私法上の権利，利益の保護の
面に問題が残るように思う。なお，供託法，供託規則に定める供託官の審査の
方法は，供託官が私法関係である供託の当事者たる地位において遵守すべき事
項にすぎないと解すべきであり，従つて，民事訴訟においては，供託官の審査
権限内の事項はもとより，権限外の事項についても，審査することができると
解せられる。
以上の次第で，われわれは，供託官の行為を不服とする場合の訴訟は，民事
訴訟によらしめることをもつて，必要かつ充分であると考える。これを専ら行
政訴訟のみによらしめるとする考え方は，供託関係の法律上の実体に適合せず，
当事者の権利，利益の保護の上からも不充分であると思う。また，本件のごと
き事案につき，民事訴訟のみによらしむべしとする詳細な理由を示した下級裁
判所の判決も少なくなく，それらの事件が現に最高裁判所に係属していること
を考えると，多数意見の説示をもつてしては，本件のごとき事案をすべて行政
訴訟にのみよらしむべきであるとする実定法解釈上の具体的な論拠を，充分に
示しえたものとは考えられない。（なお，最高裁判所昭和三六年（オ）第二九
九号，同年一〇月一二日第一小法廷判決，裁判集民事五五号一二五頁は，供託
官の供託受理処分に関して行政訴訟を認めている。同判決は，行政訴訟として
第一審に係属した事案に対する上告審判決であるが，本件で職権事項として取
上げた本案前の問題については，何ら審理，判断をしたものでないから，右判
決は右本案前の問題に関する最高裁判所の判例と目すべきものではない。）
よつて，本件訴は不適法として却下すべきである。
裁判官松田二郎の反対意見は，次のとおりである。
（一）本件のごとき金銭債務の弁済供託は民法の債権編に規定されるとともに，
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これに関する供託所における事務は国家機関たる供託官によつて取扱われ（供
託法一条ノ二），そこには，私法的要素と公法的要素が存在する。そして，供
託が公法上の法律関係であるか，私法上の法律関係であるかは，かつて大いに
争われたところである。私は，供託の法律的性質を寄託契約，すなわち，私法
上の法律関係であると解する。ただ，供託手続が確実にかつ迅速に行なわれる
ために，国家機関たる供託官がその事務を行なうのであるが，そのことは，何
等供託そのものが私法的の法律関係たることに影響するものではない。したが
つて，供託者と供託官との間の関係も私法上の寄託関係であり，金銭を供託し
た場合，その払渡請求権は，金銭債権として一般の金銭債権同様，譲渡，相続，
質権設定，仮差押等の目的となり得，供託金払渡請求権は，供託官を機関とす
る国に対する私法上の権利である。
しかして，本件においてまず問題となるのは，払渡請求者が供託関係法令に
基づく供託業の行為を不服とする場合の争訟の形式は，通常訴訟によるべきか，
あるいは抗告訴訟によるべきかの点である。この点につき，多数意見は，供託
法および供託規則の規定を挙げて，次のごとくいう，「右のような実定法が存
するかぎりにおいては，供託官が供託物取戻請求を理由がないと認めて却下し
た行為は行政処分であり，弁済者は右却下行為が権限のある機関によつて取り
消されるまでは供託物を取り戻すことができないものといわなければならず，
供託関係が民法上の寄託関係であるからといつて，供託官の右却下行為が民法
上の履行拒絶にすぎないものということは到底できない」と。そして，多数意
見はかかる見地に立ち，本件についていう，「これを要するに，上告人が本件
供託物取戻の請求を却下した処分に対し，被上告人が行政事件訴訟法三条二項
に基づき上告人を被告として提起した本訴は適法というべきである」と。そし
て，右に掲げた多数意見は，供託官が供託物の取戻請求を却下した行為に関す
るものであるが，そのいうところより見れば，多数意見は単に右の場合のみに
とどまらず，一般に，供託申請または供託物払渡請求に関する供託官の行為を
行政処分であるとし，したがつて，これを不服とするときは，常に審査請求な
いし抗告訴訟によるべきものとする趣旨と解されるのである。しかし，私は後
に述べるごとく，供託官の処分に対する争訟の形式としては，審査請求ないし
抗告訴訟によるべき場合と通常の民事訴訟によるべき場合とがあると考える者
である。以下，この点につき私の考えるところを述べる（なお，卑見は供託金
民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期〜昭和40年代）（) 323
払渡請求権の消滅時効の起算点については，多数意見と同一の見地に立つ）。
以上の争訟の形式を論じるにあたつては，まず，供託官の審査権限が形式的
審査権のみか，実質的審査権をも含むかについて検討することを要する。私の
解するところによれば，供託が実質関係と常に符合することは望ましく，この
点を無視することは供託制度の信用を失わしめるものであるが，しかし，この
ことを余りに強調して実質関係を確保しようとすれば，供託関係手続は渋滞し，
迅速を欠くこととなろう。しかも，供託は今日，かつてのように裁判所の所管
に属さず，供託官は，裁判所の行なう非訟的の権限は有していないのである。
ここにおいて，この実質的関係の確保と供託関係手続の迅速の双方を考慮に容
れるとき，供託官の審査権限は，申請者によつて提出された書類による書面審
理の範囲にとどまるものとし，その書面の成立または内容の実質的真正につい
ては，審査の権限なしとするのが原則であると考える（そしてこの点につき，
留意を要するのは，供託官は，当事者が関係法令に基づいて提出した書面のみ
によつて申請の適否を判断すべく，提出された書面の実質的真正を審査するた
め，当事者に対しさらに書面の提出を求めることは許されないのである）。し
たがつて，たとえば，当該書面の成立の真正を担保するため法令の要求する要
件が具備している場合，なおそこに押捺された印章が偽造または盗用にかかる
ものでないか否かについて，また供託の原因たる契約の存否について，あるい
は後述のように書面の記載内容から一見して明らかに判断し得る場合でないの
にかかわらずなお契約の効力の有無について，供託官は審査権を行使し得ない
のである（登記官吏の審査権限についての昭和三三年（オ）第一〇六号同三五
年四月二一日第一小法廷判決，民集一四巻六号九六三頁参照）。
ただし，叙上の原則に対し，次のような例外が存するものと思われる。すな
わち，供託官が供託契約の当事者（債務者）的地位において当然知り得る事項
が払渡請求の許否につき問題となる場合が，それである。たとえば，還付請求
権者が供託書正本によつて供託金の還付または内渡を受けたのにかかわらず，
供託通知書によつて再度その申請をしたとき（供託規則二四条，三一条25参
照），払渡請求権が第三者に譲渡または転付され，譲渡通知または転付命令が
供託官に到達した後に，譲渡人または旧権利者が払渡の請求をしたとき，払渡
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25 この規定は削除されている。
請求権につき仮差押または差押が競合する場合において優先権を有しない一の
差押債権者が転付命令を得て払渡の請求をしたとき，のごときが右の例外にあ
たるものと解されるのである。かかる場合において，供託官は，供託契約の当
事者（債務者）的地位において当然知り得た事項を理由として，払渡請求を却
下し得るのである。なお，供託申請書の記載自体からして，当該契約が無効で
あり，したがつて供託によつて免責を得ようとする債務の不存在が一見して明
らかである場合，たとえば，妾契約による債務の弁済供託のごときにおいては，
供託官は，申請書の記載自体から一見して明らかな契約の無効，したがつて債
務の不存在を理由として，供託申請を却下し得るものというべきである。
要するに，以上のような例外は存するが，供託官の審査権限は，申請書類に
よる書面審理の範囲内にとどまり，その書面の実質的真正については審査権が
及ばないのが原則である。すなわち，供託に関する法令は，供託を能う限り実
質関係に符合させ，しかもその手続の迅速を図るという，いわば相反する二つ
の要請を満足させるため，実質的関係を確保するための詳細な規定を設けつつ，
その規定を形式的に履践させることによつて手続の迅速を図り，大量処理の目
的を達しようとするものであり，供託官の審査権限の範囲はこの目的によつて
制約されるのである。供託官の審査権限は，叙上に説示した意味において形式
的のものといい得るのである。そしてこの権限が，供託関係手続につきかかる
意味において形式的のものであるからには，これに対する不服申立も簡易の方
法によるのが便宜であり，これは国民の要望するところでもあろう。私の解す
るところによれば，供託法が「供託官ノ処分ヲ不当トスル者ハ監督法務局又ハ
地方法務局ノ長ニ審査請求ヲナスコトヲ得」（同法一条ノ三26）とし，その審
査請求につき行政不服審査法の規定によるものとしたのは，このためである。
しかも，この点に関し留意すべきことは，供託法が一面において，審査請求期
間について行政不服審査法一四条の適用を排除しているため，供託の申請や払
渡の請求を却下された者は何時にても審査請求をなし得ることであり，他面に
おいて，供託法自体が「法務局又ハ地方法務局ノ長ハ審査請求ヲ理由アリトス
ルトキハ供託官ニ相当ノ処分ヲ命スルコトヲ要ス」（同法一条ノ六27）との規
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27 供託法条ノ	
定を特に設けていることである。
叙上のことは，供託官の審査権が形式的のものであることを前提として，供
託官がその審査権の行使を誤つた場合，何時たりともこれについて不服の申立
を認め，それが理由があるときは，容易にその処分を取消し得る便法を設けた
ものと解されるのである。おそらく，供託官の処分に対する不服の多くは，こ
の便法によつて解決されるであろうと思われる。もつとも，この審査請求の結
果に不服のある者は，供託官の処分に対し，もし監督法務局または地方法務局
の長の裁決に固有の瑕疵があると主張するときはその裁決に対して，抗告訴訟
を提起することとなるが，この場合における裁判所の判断の範囲も，供託官の
形式的審査権の行使の適否という，いわば形式面に限局されるので，迅速に行
なわれ得るのである。これに反し，もし，抗告訴訟において裁判所は，本来供
託官の権限に属しない実質的審査にわたる事項についてまで判断すべきもので
あるとすれば，その訴訟は迅速に行なわれ難くなるのみならず，供託官は自己
の権限に属しない実質的審査の点について，その処分に違法があるとして取消
される場合を生じることとなるのである。
（二）叙上のごとく，供託官の処分につき，その不服申立が審査請求ないし抗
告訴訟の手続によるのは，専ら供託関係手続の形式面に争いの存する場合であ
るが，これに対し，供託関係手続の実質面に争いの存する場合は，これと同一
に論じ得ないのである。たとえば，払渡請求に対する形式的審査の結果，権利
者と称する者が払渡を受けたが，関係書類が偽造にかかるものであつた場合に
おいては，真の権利者は，供託官の処分が形式的審査の範囲内のみにおいては
是認されるから，審査請求ないし抗告訴訟によつては救済され得ない。また，
債権者不確知による弁済供託（民法四九四条）の場合において，真実債権者た
る者であつても，その権利を有することを証する書面（供託規則二四条）を提
出することが困難なとき，その権利の実現については，供託法令に基づく払渡
請求またはその却下に対する審査請求ないし抗告訴訟によつては救済され難い
であろう。
叙上のごとく，私は，供託関係法令に基づく供託官の処分に対する不服申立
は審査請求ないし抗告訴訟によるべき場合と通常の民事訴訟手続によるべき場
合とがあると考えるのである。そして，この後者の場合，供託官の処分の存す
るにかかわらず，直接国に対して供託金の支払等を請求することとなるが，既
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に述べたように，供託官の審査権限は形式面に限局され，審査請求における裁
決庁ないし抗告訴訟における裁判所の判断の範囲も，また従つてこれに限局さ
れる以上，供託官の処分の有する公定力もこれに応じて制限され，当該処分の
実質面に存する争いについては，民事訴訟において裁判所がその実質面につい
て処分の当否を判断することとなるのである。
しかるに，叙上の見解に反し，多数意見によるときは，供託官の処分に対す
る不服は，常に行政不服審査法による審査請求ないし抗告訴訟によるべきもの
となろう。しかし，このような手段によるときは，次のような煩瑣な結果を生
じよう。
(1) 供託官が権限なき者に対し供託物を払渡したとき，真の請求権ある者は，
まず供託官が権限なき者に対して払渡した処分そのものの取消を求めること
を要することとなる。
そして，その処分が取消されない限り，真の請求権者といえどもその払渡を
請求し得ないこととなろう。これは，すこぶる迂遠のように思われる。
(2) 実際問題として，供託金払渡請求権については，差押命令や転付命令の
発せられる場合が多いのであるが，多数意見によるときは（イ）払渡請求権
につき有効な転付命令があつたのにかかわらず，供託官が供託書を提出した
旧権利者に誤つて供託金を支払つたとき，転付命令を得た者もその払渡を求
めるには，供託官の処分取消のため審査請求をなし，あるいは抗告訴訟を提
起し，これが容れられなければ，払渡の請求をなし得ないこととなろう。ま
た，（ロ）転付命令が無効であるのに，供託官がこれを有効として払渡した
とき，真の供託物払渡請求権を有する者は，供託官の先にした払渡処分取消
のため審査請求をなし，あるいは抗告訴訟を提起するを要しよう。私は，供
託官をしてそのような審査をさせることは，妥当でないとともに煩瑣な手続
を強いるものと考える。
もつとも，私のごとく供託官の処分の不服申立につき，形式面の不服につ
いては審査請求ないし抗告訴訟により，実質面の不服については通常訴訟に
よるべしと解することに対しては，あるいは形式面と実質面との境界が必ず
しも明らかでなく，徒に何れによるべきかの問題を生じるとの非難があり得
るであろう。おそらく，多数意見は，このことを一つの根拠として，すべて
供託官の処分についての不服は審査請求ないし抗告訴訟によるべしと主張す
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るのであろう。しかし，強制執行の異議の方法として，債務名義そのものの
執行力の排除を目的とするところのもつとも根本的の強制執行阻止の手段た
る請求異議の訴（民訴五四五条28）と竝んで執行文付与の異議（民訴五二二
条29）および執行方法に関する異議（民訴五四四条30）の存在を見るとき，
たとえ，具体的場合にこれらの何れに帰属するかにつき疑問を生ずるものが
ないわけではないにせよ，かかる異議方法の併存に十分の理論的根拠と実際
的必要があるのである。そして，その異議方法間の限界に不明の場合のあり
得ることを理由として，強制執行における異議方法の併存を否定すべきでな
いことを思うとき，供託官の処分に関し，私の主張するごとき二方法の併存
も理解し得るところであろう。
（三）今，本件を見るに，被上告人は上告人に対し弁済供託における供託物の
取戻を請求したところ，上告人は，供託の時より既に十年を経過し，取戻請求
権は時効により既に消滅したとしてその請求を却下したのである。これに対し，
被上告人は，本件の弁済供託の基礎となつた債務が，その後，裁判上の和解に
よつてその不存在が確定したのであるから，取戻請求権の消滅時効はその和解
成立の時より進行することとなり，したがつて，該請求権は未だ時効により消
滅しているのではないというのである。その争点たるや，民法一六六条の「消
滅時効ハ権利ヲ行使スルコトヲ得ル時ヨリ進行ス」につき，その「権利ヲ行使
スルコトヲ得ル時」の解釈に関する。そして，叙上論じたところによれば，こ
のような法律上の解釈の争いは，前記の意味における「実質面」の問題に属す
るものというべきものと解される。したがつて，被上告人は，本件については
民事訴訟によつて争うべきであり，審査請求ないし抗告訴訟によつて争うべき
ものではないのである。
要するに，私は，叙上の見地に立つて見るとき，原判決を破棄し，本件訴を
却下すべきものと考える（もつとも，このような見解をとるのは，訴訟経済上
望ましくないとの反論があろう。しかし，このような反論は採り得ない。けだ
し，現在，供託官の処分の不服につき民事訴訟手続による請求が相当数裁判所
328
28 民事執行法35条
29 民事執行法32条
30 民事執行法11条
に繋属している以上，本件の多数意見によるときは，すべて民事訴訟手続によ
る訴を却下すべきこととなり，やはり訴訟経済上望ましくないからである）。
裁判官岩田誠は，裁判官松田二郎の反対意見に同調する。」
（裁判長裁判官 石田和外 裁判官 入江俊郎 長部謹吾 城戸芳彦 田中二郎
松田二郎 岩田 誠 下村三郎 色川幸太郎 大隅健一郎 松本正雄 飯村義美
村上朝一 関根小郷）
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